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甲佐町建築物等木材利用促進基本方針　　　　　　　
この基本方針については甲佐町(以下「町」という。)が、脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成22年 法律第36号。以下「法」という。）第12条第1項の規定に基づき法第25条に規定する木材利用推進本部の「建築物における木材利用の促進に関する基本方針(令和3年10月１日 木材利用推進本部決定）」及び熊本県建築物等木材利用促進基本方針(令和4年1月4日施行）に即して策定するものであり、町内の建築物等における木材の利用の促進に関し必要な事項等を定めるものである。

第１  建築物等における木材の利用の促進のための施策に関する基本的事項
  １　建築物等における木材の利用の促進のための施策の具体的方向
　　（１）町が整備する公共建築物の整備に当たっては、可能な限り木材の使用に努めることとし、合法性が証明されたものを使用するものとする。
（２）町は、住宅等における木材の利用が図られるよう、建築主等に木材利用の情報、及び国支援制度等の周知を行うものとする。
第２  町が整備する公共建築物等における木材の利用の目標
  １　木材の利用を推進すべき町等施設及び町等工事 
（１）町等施設の対象
広く町民の利用に供される学校施設、社会福祉施設（老人ホーム、保育所等）、

病院・診療所、社会教育施設（図書館、公民館等）、運動施設（体育館等）、公園施設、道路や公共交通機関に係る施設、農林水産業関係施設、公営住宅、庁舎、公務員宿舎等の公共性の高い建築物及びその附帯施設とする。

（２）町等工事の対象
公共工事で設置する施設（仮設物を含む）とする。

※公共建築物等：公共性の高い建築物及び附帯施設並びに公共工事の総体
※公共工事：地方自治体が実施する河川、砂防、道路、公園、農業農村整備、治山・林道、その他の土木工事

２　町等施設及び町等工事における木材の利用の目標
（１）町等施設

町が整備する低層（3階建以下）の公共建築物においては、木造化を図るよう努
めるものとする。また、構造物において、直接又は間接的に町民の目に触れる機会が多いと考えられる部分を中心に、内装等の木質化を推進するものとする。
  　
（２）町等工事

木材・木製品を用いた工法を検討し、積極的な木材の利用を図る
　  （３）その他

　　ア　木材を原材料とした備品及び消耗品の利用を推進するほか、暖房器具又はボ
イラーを設置する場合は、木質バイオマス燃料の利用を検討し、利用の推進を

図る。
イ  歴史的・文化的価値を有する施設の整備に当たっては、その価値に相応しい木材の利用を図る。

第３　建築用木材の適切かつ安定的な供給の確保に関する基本的事項
１　町の役割
  　（１）町等施設及び町等工事において、原則としてＪＡＳ製品又は合法木材を使用することで民間への波及を図り、事業者の供給体制の整備を促す。
  　（２）木材の確保に当たっては、森林法（昭和26年法律第249号）に基づき無秩序な伐採の防止に努めるとともに、再造林など適確な更新の確保を図る。

第４ その他町の建築物等における木材の利用の促進に関し必要な事項
１ 木造計画：設計基準等の活用
建築物の整備に当たっては、設計の効率化と性能の確保を図ることを目的として国が定める木造計画・設計基準（国土交通省）や、くまもと県産木材による木造建築物普及の手引き（熊本県）の活用を図る。

２ 木材の地産地消の促進

県内で生産又は製造された県産資材（丸太、製材品、内装材、合板、集成材、チップ、
ペレット,その他の加工品）の優先使用に努める。

３ 公共建築物の整備等において考慮すべき事項 

町は、公共建築物の整備において木材を利用するに当たっては、設計上の工夫や効率　　　　的な調達等によって、建設コスト及び維持管理コストの低減に努めるものとする。
　

附　則
この方針は、令和４年１０月４日から施行する。

